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　過去に共産主義体制にあった中・東欧、旧ソ連の欧
州地域の多くの国々では、その後民主化と自由化を達
成し、現在は民主的政権の下で市場経済に基づいた経
済発展に取り組んでいます。日本は、これら地域およ
び欧州全体の一層の安定と発展のため、また、普遍的

価値（人権、民主主義、市場経済、法の支配）を共有でき
る関係を築くため、市場経済化、経済インフラの再建
および環境問題などへの取組に対する支援を行ってい
ます。

8. 欧州地域

　西バルカン諸国〈注27〉は、1990年代に発生した紛争
の影響で改革が停滞していました。しかし、各援助国
や国際機関などの支援があり、またそれぞれの国が自
身で改革のための努力を行ったことにより、復興支援
を必要とする段階を卒業しました。現在は持続的な経
済発展に向けた支援が必要な段階にあります。日本は
2004年にEU（欧州連合）と共同で開催した西バルカ
ン平和定着・経済発展閣僚会合で確認された「平和の定
着」、「経済発展」、「域内協力」の3本柱を開発協力の重
点分野として支援を展開してきました。引き続き、特
に「平和の定着・民族融和（異なる民族間で争いが起き
ないこと）」および「環境・気候変動問題への対策」を重
点方針として支援しています。
　旧ソ連諸国であるウクライナやモルドバは、ロシア
とEUの間に位置するという政治・外交上での地理的

な重要性を持っています。これら諸国の安定と持続的
な発展は、欧州全体の安定にとってなくてはならない
ものです。民主主義が根付き、市場経済を確立させる
ための努力を支援する必要があります。これに関し、
日本は2014年2月以降のウクライナ情勢の悪化を受
け、ウクライナの国内改革を後押しするために、国別
では最大規模となる約18.4億ドルの支援を表明し、
着実に実施しています。また、政治危機に加え、ウクラ
イナ東部等で分離派の活動が活発化したことから、東
部の社会サービス早期復旧・平和構築支援として約
600万ドル、東部の人道支援やインフラ復旧に対する
支援として約1,660万ドル等を供与しました。
　日本は、欧州地域内の経済発展の格差を踏まえ、EU
に加盟した国に対しては、援助を卒業したものとして、
その支援を段階的に縮小させるとともに、ドナー（援

助国）として欧州地域の後発国に
対する開発協力に一層積極的に
なることを促していきます。日本
は、ヴィシェグラード４か国〈注28〉

を含むこれらの国々と援助国と
しての経験を共有するための取
組も行っています。一方、西バル
カン地域やウクライナ等の後発
国に対しては、各々の国の経済水
準も考えながら、適切な支援を実
施していきます。また、どの国に
支援を行う場合にも、各援助国お
よび国際機関等の動きに注意を
払いながら、日本の知識と経験を
活かして、より成果を重視した効
率的かつ効果的な支援を行って
いくことに努めています。

＜ 日本の取組 ＞

注27　�西バルカン諸国：アルバニア、クロアチア、コソボ、セルビア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、マケドニア旧ユーゴスラビア共和国、モンテネグロ
注28　�ヴィシェグラード４か国：ポーランド、チェコ、ハンガリー、スロバキア

モンテネグロ西部のツェティニェ市のザゴルカ・イバノビッチ幼稚園の子どもたちが、引渡し式で、浴衣を着て歌と踊
りを披露した（写真：イバン・バトビッチ／在セルビア日本大使館）



162　　2015年版　開発協力白書

｜第 2 章　日本の開発協力の具体的取組｜第 2 節 地域別の取組｜

　2015年版　開発協力白書　　163

コソボ
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ボスニア・ヘルツェゴビナ

2014年� （単位：百万ドル）

順位 国または
地域名

贈　　与

計

政府貸付等

（A）−（B） 合計
（支出純額）

合計
（支出総額）

無償資金協力
技術協力 貸付実行額

（A）
回収額
（B）うち国際機関

を通じた贈与
1 ウクライナ 11.18 7.16 2.76 13.94 94.48 — 94.48 108.42 108.42
2 モルドバ 7.80 — 0.60 8.40 17.90 — 17.90 26.30 26.30
3 アルバニア — — 1.76 1.76 22.29 3.21 19.08 20.84 24.05
4 セルビア 7.84 — 1.89 9.72 1.16 0.10 1.06 10.78 10.88

5 ボスニア・
ヘルツェゴビナ 4.63 — 2.92 7.55 0.54 1.27 −0.73 6.82 8.09

6 マケドニア旧ユー
ゴスラビア共和国 0.25 — 1.62 1.86 — 4.95 −4.95 −3.08 1.86

7 コソボ 0.61 — 1.12 1.73 — — — 1.73 1.73
8 ベラルーシ 0.13 — 0.62 0.75 — — — 0.75 0.75
9 モンテネグロ 0.32 — 0.18 0.50 — — — 0.50 0.50

欧州の複数国
向け — — 0.81 0.81 — — — 0.81 0.81

欧州地域合計 32.76 7.16 15.17 47.93 144.45 60.63 83.81 131.74 192.37

＊1　�順位順位は支出総額の多い順。
＊2　�四捨五入の関係上、合計が一致しないことがある。
＊3　�［－］は、実績がまったくないことを示す。
＊4　�無償資金協力には国際機関経由の援助のうち、国別に分類できる援助を含む。
＊5　�複数国向け援助とは、調査団の派遣やセミナー等、複数の国にまたがる援助を含む。

＊6　�国名はDAC援助受取国。ただし、合計は卒業国向け援助を含む。
＊7  　�「欧州の複数国向け」の実績には、OECD-DACの基準に基づく数値を使用している

ため、トルコを含む複数国向けの実績が含まれている。
＊8　�マイナスは貸付などの回収額が供与額を上回ったことを示す。

図表 III-15 ◆ 欧州地域における日本の援助実績

欧州地域における日本の国際協力の方針

ウクライナ支援
①�経済状況改善支援
②�民主主義の回復
③�国内対話と統合促進
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　ユーゴスラビア社会主義連邦共和国の解体に伴い、
1992年に独立したボスニア・ヘルツェゴビナは民族紛争
による内戦が長く続きました。1995年のデイトン合意を
もって紛争は終結しましたが、民族間に生じた不信感が根
強く残っています。こうした民族間の関係を改善するため
に、ボスニア・ヘルツェゴビナは欧州安全保障機構
（OSCE）※の働きかけなどにより、3民族（ボスニア人、クロ
アチア人、セルビア人）の教育関係者の協働による教育改
革として「共通コア・カリキュラム」を推進してきました。
　日本はこの共通コア・カリキュラムを支援するため、
2006年から日本の高校1年生向けのIT教育カリキュラム
を、現地のパイロット校で試験的に実施し、異なる民族が
一緒に学ぶIT授業の実施を行いました。それまでは、民族
ごとに異なるカリキュラムを、異なる教室で、異なる教科書
を使って授業が行われていた状況が、同じ教室で一緒に学ぶ授業へと大きく変わったのです。
　このパイロット校での活動の評判が広まり、ボスニア・ヘルツェゴビナの要請により日本は、2008年から2010年に「IT教
育近代化プロジェクト」を、18のパイロット校で実施しました。2010年からのフェーズ2では、同国内のすべての普通科高校
で実施するに至りました。
　そして、複数名の専門家をボスニア・ヘルツェゴビナに派遣し、日本が提供したIT教育カリキュラムの「情報A」と「情報B」な
どのテキスト教材を、3民族が使用する言語に翻訳するなどの改訂作業を行いました。また、授業実施に必要なIT教員用の
機材や生徒用PCの供与にも協力をしました。ボスニア・ヘルツェゴビナのIT教員リーダー15名は複数にわたる訪日研修に
より、日本の教育現場の視察・学習をしています。
　日本が提供したIT教育カリキュラムを一緒に学んでいくことを通して、3民族の子どもたちと教員たちの関係が改善・融和
につながりつつあり、ボスニア・ヘルツェゴビナの平和と安定に貢献しています。（2015年8月時点）
※　OSCE：Organization for Security and Co-operation in Europe

技術協力で作成された共通教科書を用いて「情報」の授業を行っているパイロット高
校の授業風景（写真：JICA）

ボスニア・
ヘルツェゴビナ

IT教育近代化プロジェクト　フェーズ2
技術協力プロジェクト（2010年10月～2014年8月）

左から、ザオラーレク・チェコ外相、ライチャーク・スロバキア副首相兼外務・欧州
問題相、岸田文雄外務大臣、カツペルチク・ポーランド外務次官、シーヤールトー・
ハンガリー外務貿易相が出席

2015年11月、ルクセンブルクを訪問した岸田文雄外務大臣は第6回「V4＋日本」
外相会合に出席した


